
１．あしぎんアンサーサービス
あしぎんアンサーサービス（以下「本サービス」といいます。）

とは、契約者ご本人（以下「契約者」といいます。）が占有・管理
する使用端末機（以下「端末」といいます。）を通じて、本「あし
ぎんアンサーサービス利用規定」（以下「本規定」といいます。）所
定の取引の依頼を行い、当行がその手続きを行うサービスをいいま
す。

２．利用環境
本サービスに使用する端末、回線等は、当行所定の仕様を完備し
たもので、契約者の負担および責任において契約者が準備し、本
サービスの利用に適した状態および環境に設定し維持するものとし
ます。

３．利用時間
本サービスの利用時間は当行所定の範囲内とし、取引により異な
ります。なお、当行の責めによらない回線工事等が発生した場合
は、利用時間中であっても契約者に連絡することなく利用を一時停
止または中止することがあります。

４．取引照会サービス
⑴　当行は契約者が「あしぎんアンサーサービス利用申込書」（以下
「申込書」といいます。）により届出た契約者本人名義の普通預
金口座、当座預金口座および通知預金口座について当行所定の方
法・範囲内で契約者の届出内容に従い預金口座の振込入金明細、
入出金明細、預金残高等（以下「口座情報」といいます。）の照
会回答を行うものとします。
⑵　本人確認
①　当行で受信した「支店番号・預金種目・口座番号」および暗
証番号が届出の「支店番号・預金種目・口座番号」および暗証
番号と一致した場合、送信者を契約者とみなし取引照会に対し
て回答します。
②　当行が前項の方法により本人確認を実施したうえは、「支店
番号・預金種目・口座番号」および暗証番号につき不正使用、
その他の事故があっても当行は当該取引を有効なものとして取
扱い、また、そのために生じた損害について当行は責任を負い
ません。

⑶　口座情報の基準日時
①　取引照会サービスによる口座情報は、当行所定の時刻におけ
る内容であり、契約者が口座情報の照会を行った時点での内容
と異なる場合があります。なお、これに起因して生じた損害に
ついて当行は責任を負いません。
②　当行は振込入金明細について振込依頼人からの訂正依頼、そ
の他取引内容に変更があった場合は、既に提供した情報につい
て訂正または取消を行うことがあります。この場合最終的な取
引内容については、契約者自身が本サービスまたは通帳・照合
表等により確認するものとします。
③　ご照会いただける内容は、当行所定の日以降からとなりま
す。

５．振替・振込サービス
⑴　当行は、契約者が申込書にて届出た契約者本人名義の普通預金
口座、当座預金口座および通知預金口座（以下「支払指定口座」
といいます。）から振替資金または振込資金（以下「振替・振込
資金」といいます。）を引落しのうえ、契約者が申込書にて届出
た当行国内本支店または全国銀行内国為替制度加盟金融機関の本
支店の預金口座（以下「入金指定口座」といいます。）あてに振

替の処理、または振込通知の発信を行うものとします。但し、
ファクシミリにてご利用の場合は、入金指定口座は当行本支店の
みとします。

⑵　振替・振込の別
①　支払指定口座と入金指定口座とが同一店内かつ同一名義の場
合は、「振替」として取り扱います。

②　上記を除く場合は、「振込」として取り扱います。
⑶　本人確認
①　当行は、契約の端末種別毎に以下の本人確認を行います。
ア．Ｐ　Ｃ
当行で受信した支払指定口座の「支店番号・預金種目・

口座番号（通知預金の場合「預入番号」も含みます。）」（以
下「口座番号等」といいます。）および「暗証番号・可変
暗証番号（承認暗証番号）」が届出の内容と一致した場合は、
当行は送信者を契約者とみなします。

イ．ファクシミリ
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」および

「暗証番号」が届出の内容と一致した場合は、当行は送信
者を契約者とみなします。

ウ．ＨＵＴ
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」、「暗証番

号」および「発信電話番号」が届出の内容と一致した場合
には、当行は送信者を契約者とみなします。

エ．ＳＰＣ
Ａ．発信電話番号方式を利用する場合
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」、「暗証

番号」および「発信電話番号」が届出の内容と一致した
場合には、当行は送信者を契約者とみなします。

Ｂ．可変暗証番号方式を利用する場合
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」および

「暗証番号・可変暗証番号（承認暗証番号）」が、届出
の内容と一致した場合には、当行は送信者を契約者とみ
なします。

②　当行が前項までの方法により本人確認を実施したうえは「口
座番号等」、「暗証番号・可変暗証番号（承認暗証番号）」、およ
び「発信電話番号」（以下、「暗証番号等」といいます。）につ
き不正使用、その他の事故があっても当行は当該取引を有効な
ものとして取扱い、また、そのために生じた損害について当行
は責任を負いません。

⑷　振替・振込の依頼
①　契約者が取引に必要な所定事項を、当行所定の方法により正
確に当行に伝達することで取引を依頼するものとします。

②　本サービスによる振替・振込依頼は、当行所定の時限までに
行うものとします。

⑸　振替・振込の確定
①　ご依頼の内容については、当行が１件毎に依頼の意思を確認
した時点で確定するものとします。

②　振替・振込の内容が確定したときは、当行はただちに支払指
定口座から振替・振込資金を引落しのうえ、当行所定の方法で
入金指定口座へ振替の処理または振込通知の発信をします。依
頼内容が確定した後は依頼内容を変更することはできません。

⑹　支払の実施等
①　支払指定口座からの振替・振込資金の引落しについては、普
通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定、
通知預金規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、キャッシュ
カード等の提出または小切手の呈示なしに、支払指定口座から
当行所定の方法により引落します。

②　１回あたりの振替・振込金額の支払限度額は、契約者が申込
書にて届出た金額の範囲内とします。

③　当行は振込金の受取人に対して入金通知は行いません。
④　当行は本サービスによる振替・振込にかかる受付書（領収証）
は発行しません。

⑤　以下に該当する場合、振替・振込の取扱いはできません。
ア．振替・振込金額が支払指定口座から払戻すことのできる金
額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超
えるとき。

イ．支払指定口座が解約済のとき。
ウ．契約者から、通帳・印鑑の紛失等による支払指定口座から
の支払い停止の届出があり、当行が所定の手続を行ったと
き。

エ．貸付の延滞、差押等やむを得ない事情があり、当行が支払
いを不適当と認めたとき。

オ．本規定に反して利用されたとき。
⑺　取引結果の照会
振替・振込取引を行った後は、必ず振込の実施状況について、

本サービスによる取引照会サービス、預金通帳等への記帳、また
は当座勘定照合表などにより、契約者の責任においてその取引処
理結果を照会するものとします。

６．手数料等
⑴　基本手数料
①　本サービスの利用にあたっては、当行所定の基本手数料およ
びこれに伴う消費税等をお支払いいただきます。

②　引落しにあたっては、当行の普通預金規定（総合口座取引規
定を含みます。）または当座勘定規定にかかわらず預金通帳、払
戻請求書、キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なし
に申込書にて届出た手数料引落口座から、毎月当行所定の日に
口座振替により引落します。なお、当行所定の日に引落不能の
場合、以降、当行が請求した日に引落します。

③　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑵　振込手数料
①　振込にあたっては、振込明細に基づき依頼件数に応じた当行
所定の振込手数料およびこれに伴う消費税等をお支払いただき
ます。

②　振込手数料およびこれに伴う消費税等は申込書にて届出いた
だいた方法により振込資金と同日に支払指定口座から、または
当行所定の日に一括して口座振替により手数料引落口座から引
落します。

③　引落しにあたっては、普通預金規定（総合口座取引規定を含
みます。）、当座勘定規定にかかわらず預金通帳・払戻請求書・
キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なしに申込書に
て届出た支払指定口座または手数料引落口座から当行所定の日
に口座振替により引落します。なお、当行所定の日または振込
指定日に引落不能の場合、以降、当行が請求した日に引落しま
す。

④　「入金指定口座該当なし」等の理由により振込先金融機関か
ら、振込資金が返却された場合でも、振込手数料およびこれに
伴う消費税等は返却しません。

⑤　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑶　照会手数料
①　本サービスによる取引照会サービスの照会件数に応じた当行
所定の照会手数料およびこれに伴う消費税をお支払いただきま
す。

②　引落しにあたっては、普通預金規定（総合口座取引規定を含
みます。）、当座勘定規定にかかわらず預金通帳・払戻請求書・
キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なしに申込書に
て届出た手数料引落口座から、毎月当行所定の日に口座振替に

より引落します。なお、当行所定の日に引落不能の場合、以降、
当行が請求した日に引落します。

③　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑷　当行は基本手数料、振込手数料、照会手数料を契約者に事前に
通知することなく変更する場合があります。また、今後提供する
サービスの変更などに伴い本サービスにかかわる諸手数料を新設
あるいは改定する場合についても、前項までの方法と同様により
引落します。

７．依頼内容の訂正組戻
⑴　組戻の依頼

依頼内容が確定した後は、当行本支店の窓口において、訂正
組戻依頼を行っていただきます。また、訂正組戻については当
行所定の訂正手数料、組戻手数料およびこれに伴う消費税等を
いただきます。なお、振込手数料およびこれに伴う消費税等は
返却しません。

⑵　訂正組戻の実施
①　当行は契約者からの依頼に基づき入金指定口座のある金融機
関に訂正組戻の依頼を行います。

②　組戻により返却された振込資金は、当行所定の手続きにより
契約者に返却します。

③　前記７．⑵①の場合において、入金指定口座のある金融機関
がすでに振込通知を受信しているときは、組戻ができないこと
があります。この場合には、受取人との間で協議してくださ
い。なお、この場合の訂正組戻手数料およびこれに伴う消費税
は返却しません。

⑶　前項の処理後、改めて振込を依頼する場合は、新たな振込依頼
として振込手数料およびこれに伴う消費税等をいただきます。

⑷　当行が組戻訂正依頼書に捺印された印影と、届出の印鑑の印影
とを相当の注意をもって照合し、相違がないものとして認めて取
扱ったうえは、それらの書類につき偽造・変造その他の事故によ
り万一契約者に損害が生じた場合でも、当行は責任を負いませ
ん。

８．届出事項の変更等
預金口座についての印鑑、氏名、住所、電話番号等、本サービス

申込口座、手数料引落口座の届出事項に変更がある場合には、各種
預金規定およびその他の取引規定に従い直ちに当行所定の方法によ
り届出てください。

９．免責事項
⑴　以下の各号の事由により本サービスの取扱いに遅延、不能、不
正使用等があっても、これにより生じた損害について当行は責任
を負いません。
①　災害・事変、法令による制限、政府または裁判所等公的機関
の措置等のやむを得ない事由があったとき。

②　電話回線等の通信回線において、当行に有効な取引依頼の
データが到達する前の段階でトラブルが生じたときや同回線上
で盗聴等がなされたことにより、契約者の暗証番号等や取引情
報等が漏洩したとき。

③　当行および金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対
策を講じていたにもかかわらず、端末、通信回線またはコン
ピュータ等に障害が生じたとき。

④　郵送上の事故により、第三者が契約者の情報を知り得たと
き。

⑤　当行所定の操作方法以外の操作によって障害が生じたとき。
⑥　当行以外の金融機関の責めに帰すべき事由があったとき。
⑦　当行の責めに帰すべき事由がなかったとき。

⑵　本サービス申込の際に契約者が申込書に捺印した申込口座、支
払指定口座または手数料引落口座の印影を、当行届出の当該預金

口座の印影と相当の注意をもって照合し、相違ないと認めて取
扱ったうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故が
あっても、そのために生じた損害について当行は責任を負いませ
ん。
⑶　契約者は本サービスの利用に際して、電話回線等の通信経路の
特性および本サービスで当行の講じる安全対策等について了承し
ているものとみなします。
⑷　本サービスに使用する端末および通信媒体等（以下、「取引機
器」といいます。）が正常に稼働する環境については契約者の責
任において確保するものとします。当行は、本契約により取引機
器が正常に稼働することについて保証するものではありません。
万一、取引機器が正常に稼働しなかったことにより取引が成立し
ない、または成立した場合、それにより生じた損害について当行
は責任を負いません。
⑸　当行の責によらない電子機器、通信機器、通信回線等の障害な
らびに電話の不通等により、取扱いが遅延や不能になった場合、
そのために生じた損害について当行は責任を負いません。
⑹　本サービスの提供にあたり、当行が当行の所定の方法で本人確
認手続きを行ったうえで送信者を契約者と認めて取引を行った場
合、取引機器および通信媒体ならびに暗証番号等につき偽造、変
造、盗用または不正使用その他の事故があってもそれにより生じ
た損害について当行は責任を負いません。

10．解　約
⑴　本サービスの契約は、当事者の一方の都合でいつでも解約でき
るものとします。
⑵　契約者による解約の場合は、申込書に必要事項を記載して届出
るものとします。
⑶　当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出住所等に
解約の通知を行います。当行が解約の通知を届出住所あてに発信
したにもかかわらず、その通知が未着・延着または不到着（受領
拒否の場合も含みます。）の場合は、通常到着すべき時に到着した
ものとみなします。
⑷　契約者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合は、当行は何
時でも契約者に通知することなく、本サービスの契約を解約でき
るものとします。
①　支払停止または破産、会社更生手続開始、会社整理開始、特
別清算開始もしくは民事再生手続開始その他適用ある倒産手続
開始の申立があったとき。
②　電話回線等の通信回線において当行に有効な取引依頼内容の
データが到達する前の段階でトラブルが生じたときや同回線上
で盗聴等がなされたことにより契約者の暗証番号等や取引情報
が漏洩したとき。
③　手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
④　住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によっ
て、当行において契約者の所在が不明となったとき。
⑤　当行に支払うべき手数料を支払わなかったとき。
⑥　１年以上にわたり本サービスの利用がないとき。
⑦　相続の開始があったとき。
⑧　その他、本サービスの利用に際して適さない行為におよんだ
とき。

⑸　前項までのほか次の各号の一つでも該当し、本サービスの利用
を継続することが不適切である場合には、当行はいつでも契約者
に通知することなく本契約を解約できるものとします。
①　契約者が、次のいずれかに該当したことが判明したとき。
Ａ．暴力団
Ｂ．暴力団員
Ｃ．暴力団準構成員
Ｄ．暴力団関係企業
Ｅ．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団

等
Ｆ．その他、前記Ａ．～Ｅ．に準ずる者
②　契約者が自らまたは第三者を利用して次のいずれかに該当す
る行為をしたとき。
Ａ．暴力的な要求行為
Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ．取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用
を毀損し、または当行の業務を妨害する行為
Ｅ．その他、前記Ａ．～Ｄ．に準ずる行為

11．反社会的勢力との取引拒絶
本サービスは前記10.⑸のいずれにも該当しない場合に利用する
ことができ、前記10.⑸の一つでも該当する場合には、当行は本サー
ビスの利用をお断りするものとします。

12．機密の保持
契約者は本サービスに伴って知り得た当行および第三者の秘密情
報を秘密に保ち、第三者に漏洩しないものとします。

13．規定の準用
⑴　この規定に定めのない事項については、普通預金規定（総合口
座取引規定を含みます。）、通知預金規定、当座勘定規定、当座勘
定貸越約定書、＜あしぎん＞カードローン取引規定その他預金関
連諸規定を適用または準用するものとします。
⑵　振込・振替に関する振込通知の発信後の取扱いで本規定に定め
のない事項については、振込規定を準用するものとします。

14．本サービス内容または本規定の変更
⑴　本サービス内容及び本規定の各条項その他の条件は、金融情勢
の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、当
行ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。
⑵　前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用される
ものとします。

15．本サービスの廃止
当行は、郵送通知等、当行所定の方法により３ヶ月前までに予告
することにより本サービスを廃止することができることとします。

16．契約者情報の取扱
⑴　当行は、次の契約者情報等を厳正に管理し、契約者の情報保護
のために十分注意を払うとともに、本規定に定めた場合以外には
利用しません。
①　契約者が本サービスへの利用申込時に届出た情報および契約
者より登録された登録利用者に関する情報。
②　本サービスの利用履歴およびその他本サービスの利用に伴う
情報。

⑵　契約者は、契約者情報を、当行が次の目的のために業務上必要
な範囲で使用することをあらかじめ承諾するものとします。
①　新商品、新サービスの企画・開発。
②　ダイレクトメール、電子メールなどの発送・送信。
③　その他本サービスの内容を向上させるために必要な行為。
⑶　当行は、次の場合を除き、契約者情報を第三者に開示しないも
のとします。
①　あらかじめ契約者の同意が得られたとき。
②　法令に基づき開示が求められたとき。

17．有効期間
本サービスの有効期間はお申込日から１年間とし、契約期間満了

までに契約者または当行から解約の申し出を行わないときは、期間
満了日の翌日から１年間なおその効力を有するものとし、以後も同
様とします。

18．準拠法・合意管轄
本規定の契約準拠法は日本法とします。本規定に関する訴訟につ

いては、当行本店所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所
とします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　
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１．あしぎんアンサーサービス
あしぎんアンサーサービス（以下「本サービス」といいます。）

とは、契約者ご本人（以下「契約者」といいます。）が占有・管理
する使用端末機（以下「端末」といいます。）を通じて、本「あし
ぎんアンサーサービス利用規定」（以下「本規定」といいます。）所
定の取引の依頼を行い、当行がその手続きを行うサービスをいいま
す。

２．利用環境
本サービスに使用する端末、回線等は、当行所定の仕様を完備し
たもので、契約者の負担および責任において契約者が準備し、本
サービスの利用に適した状態および環境に設定し維持するものとし
ます。

３．利用時間
本サービスの利用時間は当行所定の範囲内とし、取引により異な
ります。なお、当行の責めによらない回線工事等が発生した場合
は、利用時間中であっても契約者に連絡することなく利用を一時停
止または中止することがあります。

４．取引照会サービス
⑴　当行は契約者が「あしぎんアンサーサービス利用申込書」（以下
「申込書」といいます。）により届出た契約者本人名義の普通預
金口座、当座預金口座および通知預金口座について当行所定の方
法・範囲内で契約者の届出内容に従い預金口座の振込入金明細、
入出金明細、預金残高等（以下「口座情報」といいます。）の照
会回答を行うものとします。
⑵　本人確認
①　当行で受信した「支店番号・預金種目・口座番号」および暗
証番号が届出の「支店番号・預金種目・口座番号」および暗証
番号と一致した場合、送信者を契約者とみなし取引照会に対し
て回答します。
②　当行が前項の方法により本人確認を実施したうえは、「支店
番号・預金種目・口座番号」および暗証番号につき不正使用、
その他の事故があっても当行は当該取引を有効なものとして取
扱い、また、そのために生じた損害について当行は責任を負い
ません。

⑶　口座情報の基準日時
①　取引照会サービスによる口座情報は、当行所定の時刻におけ
る内容であり、契約者が口座情報の照会を行った時点での内容
と異なる場合があります。なお、これに起因して生じた損害に
ついて当行は責任を負いません。
②　当行は振込入金明細について振込依頼人からの訂正依頼、そ
の他取引内容に変更があった場合は、既に提供した情報につい
て訂正または取消を行うことがあります。この場合最終的な取
引内容については、契約者自身が本サービスまたは通帳・照合
表等により確認するものとします。
③　ご照会いただける内容は、当行所定の日以降からとなりま
す。

５．振替・振込サービス
⑴　当行は、契約者が申込書にて届出た契約者本人名義の普通預金
口座、当座預金口座および通知預金口座（以下「支払指定口座」
といいます。）から振替資金または振込資金（以下「振替・振込
資金」といいます。）を引落しのうえ、契約者が申込書にて届出
た当行国内本支店または全国銀行内国為替制度加盟金融機関の本
支店の預金口座（以下「入金指定口座」といいます。）あてに振

替の処理、または振込通知の発信を行うものとします。但し、
ファクシミリにてご利用の場合は、入金指定口座は当行本支店の
みとします。

⑵　振替・振込の別
①　支払指定口座と入金指定口座とが同一店内かつ同一名義の場
合は、「振替」として取り扱います。

②　上記を除く場合は、「振込」として取り扱います。
⑶　本人確認
①　当行は、契約の端末種別毎に以下の本人確認を行います。
ア．Ｐ　Ｃ
当行で受信した支払指定口座の「支店番号・預金種目・

口座番号（通知預金の場合「預入番号」も含みます。）」（以
下「口座番号等」といいます。）および「暗証番号・可変
暗証番号（承認暗証番号）」が届出の内容と一致した場合は、
当行は送信者を契約者とみなします。

イ．ファクシミリ
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」および

「暗証番号」が届出の内容と一致した場合は、当行は送信
者を契約者とみなします。

ウ．ＨＵＴ
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」、「暗証番

号」および「発信電話番号」が届出の内容と一致した場合
には、当行は送信者を契約者とみなします。

エ．ＳＰＣ
Ａ．発信電話番号方式を利用する場合
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」、「暗証

番号」および「発信電話番号」が届出の内容と一致した
場合には、当行は送信者を契約者とみなします。

Ｂ．可変暗証番号方式を利用する場合
当行で受信した支払指定口座の「口座番号等」および

「暗証番号・可変暗証番号（承認暗証番号）」が、届出
の内容と一致した場合には、当行は送信者を契約者とみ
なします。

②　当行が前項までの方法により本人確認を実施したうえは「口
座番号等」、「暗証番号・可変暗証番号（承認暗証番号）」、およ
び「発信電話番号」（以下、「暗証番号等」といいます。）につ
き不正使用、その他の事故があっても当行は当該取引を有効な
ものとして取扱い、また、そのために生じた損害について当行
は責任を負いません。

⑷　振替・振込の依頼
①　契約者が取引に必要な所定事項を、当行所定の方法により正
確に当行に伝達することで取引を依頼するものとします。

②　本サービスによる振替・振込依頼は、当行所定の時限までに
行うものとします。

⑸　振替・振込の確定
①　ご依頼の内容については、当行が１件毎に依頼の意思を確認
した時点で確定するものとします。

②　振替・振込の内容が確定したときは、当行はただちに支払指
定口座から振替・振込資金を引落しのうえ、当行所定の方法で
入金指定口座へ振替の処理または振込通知の発信をします。依
頼内容が確定した後は依頼内容を変更することはできません。

⑹　支払の実施等
①　支払指定口座からの振替・振込資金の引落しについては、普
通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）、当座勘定規定、
通知預金規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、キャッシュ
カード等の提出または小切手の呈示なしに、支払指定口座から
当行所定の方法により引落します。

②　１回あたりの振替・振込金額の支払限度額は、契約者が申込
書にて届出た金額の範囲内とします。

③　当行は振込金の受取人に対して入金通知は行いません。
④　当行は本サービスによる振替・振込にかかる受付書（領収証）
は発行しません。

⑤　以下に該当する場合、振替・振込の取扱いはできません。
ア．振替・振込金額が支払指定口座から払戻すことのできる金
額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超
えるとき。

イ．支払指定口座が解約済のとき。
ウ．契約者から、通帳・印鑑の紛失等による支払指定口座から
の支払い停止の届出があり、当行が所定の手続を行ったと
き。

エ．貸付の延滞、差押等やむを得ない事情があり、当行が支払
いを不適当と認めたとき。

オ．本規定に反して利用されたとき。
⑺　取引結果の照会
振替・振込取引を行った後は、必ず振込の実施状況について、

本サービスによる取引照会サービス、預金通帳等への記帳、また
は当座勘定照合表などにより、契約者の責任においてその取引処
理結果を照会するものとします。

６．手数料等
⑴　基本手数料
①　本サービスの利用にあたっては、当行所定の基本手数料およ
びこれに伴う消費税等をお支払いいただきます。

②　引落しにあたっては、当行の普通預金規定（総合口座取引規
定を含みます。）または当座勘定規定にかかわらず預金通帳、払
戻請求書、キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なし
に申込書にて届出た手数料引落口座から、毎月当行所定の日に
口座振替により引落します。なお、当行所定の日に引落不能の
場合、以降、当行が請求した日に引落します。

③　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑵　振込手数料
①　振込にあたっては、振込明細に基づき依頼件数に応じた当行
所定の振込手数料およびこれに伴う消費税等をお支払いただき
ます。

②　振込手数料およびこれに伴う消費税等は申込書にて届出いた
だいた方法により振込資金と同日に支払指定口座から、または
当行所定の日に一括して口座振替により手数料引落口座から引
落します。

③　引落しにあたっては、普通預金規定（総合口座取引規定を含
みます。）、当座勘定規定にかかわらず預金通帳・払戻請求書・
キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なしに申込書に
て届出た支払指定口座または手数料引落口座から当行所定の日
に口座振替により引落します。なお、当行所定の日または振込
指定日に引落不能の場合、以降、当行が請求した日に引落しま
す。

④　「入金指定口座該当なし」等の理由により振込先金融機関か
ら、振込資金が返却された場合でも、振込手数料およびこれに
伴う消費税等は返却しません。

⑤　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑶　照会手数料
①　本サービスによる取引照会サービスの照会件数に応じた当行
所定の照会手数料およびこれに伴う消費税をお支払いただきま
す。

②　引落しにあたっては、普通預金規定（総合口座取引規定を含
みます。）、当座勘定規定にかかわらず預金通帳・払戻請求書・
キャッシュカード等の提出または小切手の呈示なしに申込書に
て届出た手数料引落口座から、毎月当行所定の日に口座振替に

より引落します。なお、当行所定の日に引落不能の場合、以降、
当行が請求した日に引落します。

③　当行は本サービスにかかる領収証は発行しません。
⑷　当行は基本手数料、振込手数料、照会手数料を契約者に事前に
通知することなく変更する場合があります。また、今後提供する
サービスの変更などに伴い本サービスにかかわる諸手数料を新設
あるいは改定する場合についても、前項までの方法と同様により
引落します。

７．依頼内容の訂正組戻
⑴　組戻の依頼

依頼内容が確定した後は、当行本支店の窓口において、訂正
組戻依頼を行っていただきます。また、訂正組戻については当
行所定の訂正手数料、組戻手数料およびこれに伴う消費税等を
いただきます。なお、振込手数料およびこれに伴う消費税等は
返却しません。

⑵　訂正組戻の実施
①　当行は契約者からの依頼に基づき入金指定口座のある金融機
関に訂正組戻の依頼を行います。

②　組戻により返却された振込資金は、当行所定の手続きにより
契約者に返却します。

③　前記７．⑵①の場合において、入金指定口座のある金融機関
がすでに振込通知を受信しているときは、組戻ができないこと
があります。この場合には、受取人との間で協議してくださ
い。なお、この場合の訂正組戻手数料およびこれに伴う消費税
は返却しません。

⑶　前項の処理後、改めて振込を依頼する場合は、新たな振込依頼
として振込手数料およびこれに伴う消費税等をいただきます。

⑷　当行が組戻訂正依頼書に捺印された印影と、届出の印鑑の印影
とを相当の注意をもって照合し、相違がないものとして認めて取
扱ったうえは、それらの書類につき偽造・変造その他の事故によ
り万一契約者に損害が生じた場合でも、当行は責任を負いませ
ん。

８．届出事項の変更等
預金口座についての印鑑、氏名、住所、電話番号等、本サービス

申込口座、手数料引落口座の届出事項に変更がある場合には、各種
預金規定およびその他の取引規定に従い直ちに当行所定の方法によ
り届出てください。

９．免責事項
⑴　以下の各号の事由により本サービスの取扱いに遅延、不能、不
正使用等があっても、これにより生じた損害について当行は責任
を負いません。
①　災害・事変、法令による制限、政府または裁判所等公的機関
の措置等のやむを得ない事由があったとき。

②　電話回線等の通信回線において、当行に有効な取引依頼の
データが到達する前の段階でトラブルが生じたときや同回線上
で盗聴等がなされたことにより、契約者の暗証番号等や取引情
報等が漏洩したとき。

③　当行および金融機関の共同システムの運営体が相当の安全対
策を講じていたにもかかわらず、端末、通信回線またはコン
ピュータ等に障害が生じたとき。

④　郵送上の事故により、第三者が契約者の情報を知り得たと
き。

⑤　当行所定の操作方法以外の操作によって障害が生じたとき。
⑥　当行以外の金融機関の責めに帰すべき事由があったとき。
⑦　当行の責めに帰すべき事由がなかったとき。

⑵　本サービス申込の際に契約者が申込書に捺印した申込口座、支
払指定口座または手数料引落口座の印影を、当行届出の当該預金

口座の印影と相当の注意をもって照合し、相違ないと認めて取
扱ったうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故が
あっても、そのために生じた損害について当行は責任を負いませ
ん。
⑶　契約者は本サービスの利用に際して、電話回線等の通信経路の
特性および本サービスで当行の講じる安全対策等について了承し
ているものとみなします。
⑷　本サービスに使用する端末および通信媒体等（以下、「取引機
器」といいます。）が正常に稼働する環境については契約者の責
任において確保するものとします。当行は、本契約により取引機
器が正常に稼働することについて保証するものではありません。
万一、取引機器が正常に稼働しなかったことにより取引が成立し
ない、または成立した場合、それにより生じた損害について当行
は責任を負いません。
⑸　当行の責によらない電子機器、通信機器、通信回線等の障害な
らびに電話の不通等により、取扱いが遅延や不能になった場合、
そのために生じた損害について当行は責任を負いません。
⑹　本サービスの提供にあたり、当行が当行の所定の方法で本人確
認手続きを行ったうえで送信者を契約者と認めて取引を行った場
合、取引機器および通信媒体ならびに暗証番号等につき偽造、変
造、盗用または不正使用その他の事故があってもそれにより生じ
た損害について当行は責任を負いません。

10．解　約
⑴　本サービスの契約は、当事者の一方の都合でいつでも解約でき
るものとします。
⑵　契約者による解約の場合は、申込書に必要事項を記載して届出
るものとします。
⑶　当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出住所等に
解約の通知を行います。当行が解約の通知を届出住所あてに発信
したにもかかわらず、その通知が未着・延着または不到着（受領
拒否の場合も含みます。）の場合は、通常到着すべき時に到着した
ものとみなします。
⑷　契約者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合は、当行は何
時でも契約者に通知することなく、本サービスの契約を解約でき
るものとします。
①　支払停止または破産、会社更生手続開始、会社整理開始、特
別清算開始もしくは民事再生手続開始その他適用ある倒産手続
開始の申立があったとき。
②　電話回線等の通信回線において当行に有効な取引依頼内容の
データが到達する前の段階でトラブルが生じたときや同回線上
で盗聴等がなされたことにより契約者の暗証番号等や取引情報
が漏洩したとき。
③　手形交換所の取引停止処分を受けたとき。
④　住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によっ
て、当行において契約者の所在が不明となったとき。
⑤　当行に支払うべき手数料を支払わなかったとき。
⑥　１年以上にわたり本サービスの利用がないとき。
⑦　相続の開始があったとき。
⑧　その他、本サービスの利用に際して適さない行為におよんだ
とき。

⑸　前項までのほか次の各号の一つでも該当し、本サービスの利用
を継続することが不適切である場合には、当行はいつでも契約者
に通知することなく本契約を解約できるものとします。
①　契約者が、次のいずれかに該当したことが判明したとき。
Ａ．暴力団
Ｂ．暴力団員
Ｃ．暴力団準構成員
Ｄ．暴力団関係企業
Ｅ．総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団

等
Ｆ．その他、前記Ａ．～Ｅ．に準ずる者
②　契約者が自らまたは第三者を利用して次のいずれかに該当す
る行為をしたとき。
Ａ．暴力的な要求行為
Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ．取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
Ｄ．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用
を毀損し、または当行の業務を妨害する行為
Ｅ．その他、前記Ａ．～Ｄ．に準ずる行為

11．反社会的勢力との取引拒絶
本サービスは前記10.⑸のいずれにも該当しない場合に利用する
ことができ、前記10.⑸の一つでも該当する場合には、当行は本サー
ビスの利用をお断りするものとします。

12．機密の保持
契約者は本サービスに伴って知り得た当行および第三者の秘密情
報を秘密に保ち、第三者に漏洩しないものとします。

13．規定の準用
⑴　この規定に定めのない事項については、普通預金規定（総合口
座取引規定を含みます。）、通知預金規定、当座勘定規定、当座勘
定貸越約定書、＜あしぎん＞カードローン取引規定その他預金関
連諸規定を適用または準用するものとします。
⑵　振込・振替に関する振込通知の発信後の取扱いで本規定に定め
のない事項については、振込規定を準用するものとします。

14．本サービス内容または本規定の変更
⑴　本サービス内容及び本規定の各条項その他の条件は、金融情勢
の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合には、当
行ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。
⑵　前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用される
ものとします。

15．本サービスの廃止
当行は、郵送通知等、当行所定の方法により３ヶ月前までに予告
することにより本サービスを廃止することができることとします。

16．契約者情報の取扱
⑴　当行は、次の契約者情報等を厳正に管理し、契約者の情報保護
のために十分注意を払うとともに、本規定に定めた場合以外には
利用しません。
①　契約者が本サービスへの利用申込時に届出た情報および契約
者より登録された登録利用者に関する情報。
②　本サービスの利用履歴およびその他本サービスの利用に伴う
情報。

⑵　契約者は、契約者情報を、当行が次の目的のために業務上必要
な範囲で使用することをあらかじめ承諾するものとします。
①　新商品、新サービスの企画・開発。
②　ダイレクトメール、電子メールなどの発送・送信。
③　その他本サービスの内容を向上させるために必要な行為。
⑶　当行は、次の場合を除き、契約者情報を第三者に開示しないも
のとします。
①　あらかじめ契約者の同意が得られたとき。
②　法令に基づき開示が求められたとき。

17．有効期間
本サービスの有効期間はお申込日から１年間とし、契約期間満了

までに契約者または当行から解約の申し出を行わないときは、期間
満了日の翌日から１年間なおその効力を有するものとし、以後も同
様とします。

18．準拠法・合意管轄
本規定の契約準拠法は日本法とします。本規定に関する訴訟につ

いては、当行本店所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所
とします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　


